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ESGマネー呼び込みへ 経済産業省が支援
企業の社会貢献などを重視

 機関投資家を中心にＥＳＧ投資への取り組みが進み、ＥＳＧ投資家を意識する企業が急増しつつある。
 経済産業省はＥＳＧ投資を重視する投資家の資金を企業に向かいやすくする仕組みづくりを整える。
 国際イニシアチブへの参加を阻む問題点の解決と、グローバルな投資を受け入れる体制整備が急がれる。

（審査確認番号 2018-TＢ275）

近年、投資先を選ぶ際に企業のＥＳＧ（環境・社会・ガバナンス）※1を評価するＥＳＧ投資が、大規
模な資金を運用する機関投資家を中心に取り組みが進んでおり（図表１）、ＥＳＧ投資家を意識する
企業が急増しているようです。
これを受け経済産業省は、ＥＳＧ投資を重視する機関投資家の資金が日本企業に向かいやすくするた
めの仕組みを充実させていくようです。たとえば事業活動に必要な電力をすべて再生可能エネルギー
で調達することをめざすＲＥ100（Renewable Energy 100％）※2とよばれる国際イニシアチブなど
へ参加することを支援し、世界の投資家に日本企業の再生エネルギー対策を認知されやすくすること
で、投資資金を呼び込むことが狙いのようです。
世界のＥＳＧ投資の資産規模は、2016年時点でおよそ22.9兆米ドルとなっており、2014年から約
25％の増加となっています。しかし地域別の資産規模内訳を見ると、欧米諸国が中心となっておりア
ジア諸国・地域の資産規模はまだ小さいというのが現状です（図表2）。経済産業省は、海外勢を中心
としたＥＳＧを重視する機関投資家の間で、日本企業の環境対策等が適切に評価されるための仕組み
づくりを整えることとしました。
ＲＥ100の参加企業には欧米の大企業が多数名を連ねているものの、日本企業はまだ少数となってい
ます。ＥＳＧ投資家の一部には、ＲＥ100などの国際イニシアチブに参加しているか否かを投資先の
選別目安にする動きもみられることから、今後は、日本企業の参加を阻む問題点の整理を進めるとと
もに、グローバルな投資を受け入れるための支援が急がれそうです。

図表1：ＥＳＧを意識した機関投資家が増えている
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図表2：ＥＳＧ投資は欧米を中心に拡大している

出所）図表1は国連責任投資原則（ＰＲＩ）、図表2は世界持続可能投資連合（ＧＳＩＡ）のデータをもとにニッセイアセットマネジメントが作成

※1「Environment（環境）」「Social（社会）」「Governance（企業統治）」の3つの英単語の頭文字を組み合わせたもの
※2 事業運営に必要な電力を100％再生可能エネルギーで賄うことを目標としている世界の企業の連合
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【当資料に関する留意点】

• 当資料は、市場環境に関する情報の提供を目的として、ニッセイアセットマネジメントが作成したものであり、
特定の有価証券等の勧誘を目的とするものではありません。また、金融商品取引法に基づく開示資料ではあり
ません。実際の投資等に係る最終的な決定はご自身で判断してください。

• 当資料は、信頼できると考えられる情報に基づいて作成しておりますが、情報の正確性、完全性を保証するも
のではありません。

• 当資料の内容は作成時点のものであり、将来予告なく変更されることがあります。
• 当資料のいかなる内容も将来の市場環境等を保証するものではありません。
• 当資料にインデックス・統計資料等が記載される場合、それらの知的所有権その他の一切の権利は、その発行
者および許諾者に帰属します。

• 当資料に投資信託のグラフ・数値等が記載される場合、それらはあくまでも過去の実績またはシミュレーショ
ンであり、将来の投資収益を示唆あるいは保証するものではありません。また税金・手数料等を考慮しており
ませんので、実質的な投資成果を示すものではありません。

• 投資信託は投資する有価証券の価格の変動等により損失を生じるおそれがあります。
• 投資信託の手数料や報酬等の種類ごとの金額及びその合計額については、具体的な商品を勧誘するものではな
いので、表示することができません。
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